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不利益処分に関する処分基準 個票 

保健福祉部 高齢介護課 

不利益処分の内容 保険料滞納者に係る支払い方法の変更 

根拠法令等及び条項 介護保険法第６６条 

処

分

基

準 

根拠条項 介護保険法第６６条 

参考事項 
介護保険法施行令第３０条 

介護保険法施行規則第９８条、第９９条及び第１００条 

設定等年月日 
平成  年  月  日設定 

平成  年  月  日最終変更 

【 基 準 】 

１ 市町村は、保険料を滞納している第１号被保険者である要介護被保険者等（原子爆

弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）による一般疾病医療

費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関する給付を受けることができるものを

除く。）が、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定める期間が経過するまでの間に

当該保険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令

で定める特別の事情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところに

より、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被保険者証に、第

４１条第６項、第４２条の２第６項、第４６条第４項、第４８条第４項、第５１条の

３第４項、第５３条第４項、第５４条の２第６項、第５８条第４項及び第６１条の３

第４項の規定を適用しない旨の記載（以下この条及び次条第３項において「支払方法

変更の記載」という。）をするものとする。 

２ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合においても、

同項に規定する政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、同項に規定する

要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被保険者証に支払方法変更の

記載をすることができる。 

３ 市町村は、前２項の規定により支払方法変更の記載を受けた要介護被保険者等が滞

納している保険料を完納したとき、又は当該要介護被保険者等に係る滞納額の著しい

減少、災害その他の政令で定める特別の事情があると認めるときは、当該支払方法変

更の記載を消除するものとする。 

４ １又は２の規定により支払方法変更の記載を受けた要介護被保険者等が、当該支払

方法の変更の記載がなされている間に受けた指定居宅サービス、指定地域密着型サー

ビス、指定居宅介護支援、指定施設サービス等、指定介護予防サービス、指定地域密

着型介護予防サービス及び指定介護予防支援に係る居宅介護サービス費の支給、地域

密着型介護サービス費の支給、居宅介護サービス計画費の支給、施設介護サービス費

の支給、特定入所者介護サービス費の支給、介護予防サービス費の支給、地域密着型

介護予防サービス費の支給、介護予防サービス計画費の支給及び特定入所者介護予防 

サービス費の支給については、第４１条第６項、第４２条の２第６項、第４６条第４
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項、第４８条第４項、第５１条の３第４項、第５３条第４項、第５４条の２第６項、

第５８条第４項及び第６１条の３第４項の規定は適用しない。 

５ １の厚生労働省令で定める医療に関する給付は、次のとおりとする。 

(1) 予防接種法第１２条第１項第１号又は第２項第１項の医療費の支給 

(2) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条の２第１項の

規定により費用の負担が行われる医療に関する給付 

(3) 独立行政法人医薬品医療機器総合機構法第１６条第１項第１号又は第２０条第１

項第１号の医療費の支給 

(4) 障害者自立支援法第５８条第１項の自立支援医療費、同法第７０条第１項の療養

介護医療費又は同法第７１条第１項の基準該当療養介護医療費の支給 

(5) 石綿による健康被害の救済に関する法律第４条第１項の規定による医療費の支給 

５－２ 新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済に関する特別措置法四 

条第一号の医療費の支給 

５－３ 難病の患者に対する医療等に関する法律第五条第一項の特定医療費の支給 

(6) 沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令第３条又は第

４条の医療費の支給 

(7) 健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第４１条第６項、防衛省の職員

の給与等に関する法律施行令（昭和２７年政令第３６８号）第１７条の６第４項、

船員保険法施行令（昭和２８年政令第２４０号）第９条第６項、国民健康保険法施

行令（昭和３３年政令第２０７号）第１１条の３の４第６項（私立学校教職員共済

法施行令（昭和２８年政令第４２５号）第５条において準用する場合を含む。）又は

地方公務員等共済組合法施行令（昭和３７年政令第３５２号）第２３条の３の３第

６項の規定による高額療養費の支給 

(8) 高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）第１４条

第４項の規定に基づき厚生労働大臣が定める疾病に係る高齢者の医療の確保に関す

る法律第６４条第１項各号に掲げる給付であって、同令第１４条第４項の規定に基

づき後期高齢者医療広域連合の認定を受けている者に係るもの 

(9) 全各号に掲げる給付に準ずるものとして厚生労働大臣が定める給付 

６ １の厚生労働省令で定める期間は、１年間とする。 

７ １に規定する政令で定める特別の事情は、次に掲げる事由により保険料を納付する

ことができないと認められる事情とする。 

(1) 保険料を滞納している要介護被保険者等又はその属する世帯の生計を主として維

持する者が、震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又は

その他の財産について著しい損害を受けたこと。 

(2) 保険料を滞納している要介護被保険者等の属する世帯の生計を主として維持する

者が死亡したこと、又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院し

たことにより、その者の収入が著しく減少したこと。 

(3) その他前２号に準ずる事由として厚生労働省令で定める事由があること。 

８ ７(3)の厚生労働省令で定める事由は、次のとおりとする。 
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(1) 保険料を滞納している要介護被保険者等（法第６２条に規定する要介護被保険者

等をいう。以下同じ。）の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又

は業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により著しく減少したこと。 

(2) 保険料を滞納している要介護被保険者等の属する世帯の生計を主として維持する

者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類す

る理由により著しく減少したこと。 

(3) 保険料を滞納している要介護被保険者等が被保護者であること（当該者が支払方

法変更の記載（法第６６条第１項に規定する支払方法変更の記載をいう。以下同じ。）

の原因となるべき滞納に係る保険料の納期限において生活保護法の規定による生活

扶助を受けていなかった場合に限る。） 

(4) 保険料を滞納している要介護被保険者等が、法第６６条第１項に規定する原子爆 

弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）による一般疾病医

療費の支給又は第９８条に規定する医療に関する給付を受けることとなったこと。 

９ ３に規定する政令で定める特別の事情は、同項に規定する要介護被保険者等に係る

滞納額の著しい減少又は７に規定する事情とする。 

 

 

 


